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資料３－３ 

企業における旧姓使用の状況について 
 

 

○旧姓使用の状況（企業規模別） 

 

 

資料出典：旧姓使用の状況に関する調査報告書（平成 28 年度内閣府委託調査） 
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総計(n=4,695)

1000人以上(n=463)

500～999人(n=371)

300～499人(n=419)

100～299人(n=917)

50～99人(n=518)

30～49人(n=586)

10～29人(n=1,115)

10人未満(n=294)

旧姓使用を認めている

条件付きで旧姓使用を認めている

旧姓使用を認めていないが、旧姓使用について検討を行っている

旧姓使用を認めていないが、過去に旧姓使用を検討したことがある（その結果、旧姓使用を認めていない）

これまでに旧姓使用を検討したことはなく、旧姓使用も認めていない

その他

(%)
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○旧姓使用を認めている範囲（複数回答） 

 

 

     

 

  

        

呼称、座席（内線番号）表 
       

名刺 
       

名札、社員証 
       

日付印、印鑑 
       

個人メールアドレス 
       

発信文書・各種伝票類 
       

社内名簿 
       

出勤簿またはタイムカード 
       

辞令、社告 
       

社内システム（電子的な決済、手続き等を行う

システム） 

社内資格 
       

給与明細 
       

論文、執筆原稿 
       

プレスリリース等の対外的な公表資料（役員

人事や新サービスのお知らせ等）        
給与振込依頼（新姓名義の金融機関の口座

に旧姓での振込依頼）        

採用時の提出資料（履歴書等） 
       

その他 
       

        

        

 

資料出典：旧姓使用の状況に関する調査報告書（平成 28 年度内閣府委託調査） 
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○旧姓使用を認めていない理由（複数回答）（企業規模別） 

 

 

 

旧姓使用の状況に関する調査報告書（平成 28 年度内閣府委託調査）より作成 

1000人以上
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22.0

39.0

14.4

15.3

4.2

28.8

26.3

100人以上

31.3

21.6

7.7

18.2

22.2

4.9

14.0

1.3

61.6

47.3

100人未満

16.4

10.7

4.3

8.4

15.1

2.7

13.4

1.7

63.3

58.9
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人事関連の手続きが煩雑になるため

給与等の支払関連の社内手続きが

煩雑になるため

金融機関等との連携が難しいから

社内の資格と社内で使う姓名を

合わせるため

社外の資格（民間資格、国家資格等）と

社内で使う姓名を合わせるため

一人に二つ以上の姓名があると、

周囲が混乱する可能性があるため

給与等のシステム改修にかかる費用を

負担するのが困難だから

業界内や地域で、戸籍姓を通称として

使用するのが一般的だから

取引先との関係で旧姓を通称として

使用するのが難しいから

社内で旧姓を使用したいという

要望がないから

これまでに社内で旧姓使用を

検討したことがないから

（％） 


